金融恐慌期における都市就業構造の変化
－卒業論文中間発表－
4年　新橋信仁

1.はじめに
2010年現在、日本において「雇用」及び「労働」は大きな社会的問題となっている。また契約社員・フリーターと正社員との間の待遇の格差、男女間所得格差、世代間所得格差など、就業の実態は多くの難題を今なお抱えている。現在の「就職難」と呼ばれる問題は、リーマンショックに端を発した金融危機による景気の悪化が大きな要因の一つと考えられているが、大正・昭和時代には現代と同じように、日本中が大きな不景気に見舞われた時代があった。そこで、本論文では第一次世界大戦後から昭和恐慌に至る期間に、産業的及び職業的に「都市部の就業環境」に関してどのような変化が生じたか、及びその変化の要因について考察することを目的としたい。
2.第一次世界大戦から関東大震災までの経済状況
2-1.第一次世界大戦での躍進

　第一次大戦は日本資本主義社会の飛躍的な発展をもたらした。産業構造、貿易構造におけるそれまでの後進性と脆弱な体質を顕著に改善した。

　また、産業構造の変化も顕著であり、1914年には生産額において農業＞工業だったものが、1919年には工業が総生産額中の56.8％に達した。最も急速に生産が増加したのは電力、瓦斯、ついで化学、金属、機械の諸産業である。全体として見れば紡績を中心とする軽工業がなお圧倒的比重を占めているが、重化学工業への基盤が確立した。

　さらに国際収支の改善が1915～1918年にかけての海外貿易の大きな伸張によってもたらされた。輸出超過額が約14億円、さらに貿易外収支も商船トン数の増加などにより約14億円に達し、計28億円もの正貨が流入。
　日本は従来の慢性的入超国・債務国から出超国・債権国へと変貌した。

2-2.大戦後の恐慌
　戦争の終了は、戦時中の輸入断絶によって高騰していた諸商品、銑鉄、鋼材、染料、薬品や、海運、造船業などに大きな打撃を与え、1920年に入ってから日本経済は恐慌的様相を示す。この年3月15日の株式市場の暴落に続き、米、綿糸、生糸などの商品市場が崩壊する。また大阪の増田ビル・ブローカー銀行の破綻、七十四銀行の休業を始め、この年に破綻した銀行は21行、取付けを受けた銀行は61に及んだ。この大正九年恐慌後物価は急速に低落し、貿易商や砂糖商、綿糸商など多くの企業が整理を発表した。

　この大正九年恐慌以後、労働・農民運動が激化する。その要因は、戦後の資本主義諸国が終戦と共に財政の膨張を緊縮財政に転換して政府購買力・物価の低下を実現させたのに対して、日本経済は逆に大戦景気を背景に軍備などの不生産的支出を中心に積極政策をとったことが物価の高騰をもたらしたことにある。そのために発生した国民の生活の困窮化に対し、政府の財政整理は不十分であり国民の要望とは乖離した結果となっている。
2-3.政府、日銀の恐慌対策

　政府はこのような事態に対し、日銀に台湾銀行、株式市場、綿糸や鉄などの各種商品市場などへの巨額の融資を命じた。その額は1919年（大正8）までは5億円を超えることは滅多になかったものが、1920年5月には最高8億5300万円にも達した。1922年に大阪の石井定七商店が8000万円の負債を抱えて倒産し、大正十一年の銀行恐慌が発生した時も、政府と日銀は推定2億3000万円の救済資金を支出した。このような救済処置は、日本資本主義の環境変化で生じた矛盾や摩擦をインフレーションによって糊付けしてゆくものであり、根本的な解決を先延ばしにするものであった。

2-4.関東大震災
　1923年9月1日に発生した関東大震災は死者9万1344人、全壊焼失家屋約46万戸という被害を首都圏に与え、通信・交通機関、瓦斯・電気・水道は全て停止した。東京市役所の調査によれば被害額は総額55億円、失業者数は24万9910人に及んだ。

　この大災害によって、焼失地域住民の復興と区画整理に伴う経済的負担、地価上昇、家賃上昇、空き家の増加やそれに伴う消費者の郊外への流出、道路整備による商店数の増加、復興事業関係者の失業問題などの問題が続発。経済的負担が恐慌の打撃を一層深刻にし、借地借家争議、家賃値下げ運動、瓦斯や電気などの公共料金値下げ運動が頻発した。

　日銀は震災手形割引損失補償令を公布して対応し、その総額は1924年3月までに約4億3000万円に達した。大震災による復興資材の輸入激増は国内経済の不安定、さらには日本経済の対外的信用を著しく失わせることとなった。また1919年～1927年は全国の普通銀行の貸出額が預金額を継続的に上回っていた時期でもあり、このような信用インフレーションは重大かつ大規模な金融破綻を引き起こす不健全さを内包していた。
2-5.金融恐慌

　1927年の金融恐慌は、震災手形の処理をめぐる法案の議会審議中、金融界の不健全な内容が暴露されたことを発端に勃発した。
　3月14日、片岡蔵相の「本日正午東京渡辺銀行破綻」との旨の発言及び15日東京渡辺銀行取付けによる銀行休業に端を発し、東京方面の銀行はいっせいに取付けに遭うに至った。株式市場は大暴落、日銀による非常貸出しも効果はなく、4月1日には台湾銀行がその最大の取引先である鈴木商店への新規融資停止を発表したことで鈴木商店は破綻。当時鈴木系の事業は全国で60数社、資本は4億円であり、この破綻によってさらに株式市場は暴落、恐慌状態が深刻化した。

以上が第一次世界大戦から金融恐慌に至るまでの大まかな日本経済の推移であるが、この時期日本経済は恐慌から恐慌へと移行していた。国内では労働者階級の低賃金、失業、困窮化、農村疲弊などの問題による「国内市場の閉塞」が深刻化し、それが後に日本を対外的軍事侵略へと向わせる大きな動機のひとつとなる。

　1880年代から1890年代前半（明治10年代から20年代）に生まれた人々は、ちょうど日露戦争後の不景気の最中に就職する時期を迎え、第一次世界大戦期・金融恐慌期に働き盛りであった世代である。またその子供の世代にあたる1910年代生まれの世代も、世界恐慌による大規模な就職難に遭遇した。
　では、このような経済状況の中で労働と雇用問題について具体的にどのような変化が生じたのだろうか。

3.産業市場構造の変化

第一次大戦中の輸出市場の拡大が、日本経済の産業構造の高度化・近代化に貢献した。
造船業では新船建造量が、1914年の5億8846万トンから1919年には63億6217万トンへと10倍以上に増加。総合工業としての造船産業は鋼材、建設用機械、ボイラー、発電機、工作機械などに関与し、それぞれ鉄鋼業、機械工業などの技術開発を盛んにする効力を有しており、日本の産業及び就業構造に大きな影響を及ぼすものであった。

また当該時期は電力産業の発展も顕著であり、日本の電化率は1914年の30.1％から1918年の61.8％へと飛躍。さらに化学産業、電気機械工業も発展した。

　また1918年から1920年にかけ、国内の個人消費支出は飛躍的に増加したが、中でも被服費と住居費の伸びは顕著であった（表１）。
4.都市労働市場構造の変化
4-1.工業化と第三次産業

重化学工業化に伴い、四大工業地帯（京浜、阪神、中京、北九州）が発展した。大工業地帯の形成はそれに付随して輸送、商業、金融、サービスなどの第三次諸産業の発展をもたらした。それに伴って、労働人口の集中が始まり、都市化が急速に発展するに至った。
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表１、国内個人消費支出
4-2.労働人口

1907年から1929年にかけて、就業総人口は2390万人から2933万人に増加した。なかでも工業、交通業、商業における就業人口は大幅に増大し、工業はこの間に約195万人の増加を示した。

このように産業構造の変化、大工業地帯の形成、労働力の地域移動と都市への集中などの要因によって、持続的な需要が創出され、国内市場の拡大をもたらした。

4-3.失業者問題
第一次世界大戦前の1913年と比べると、1921年には工業労働者の実質賃金は男子で2.0倍、女子で1.9倍に上昇しており、その後は1920年代を通じて男子は漸進的に増加、女子は横ばいという状況になっている。しかし1929年に昭和恐慌が発生すると、企業の経営合理化・人員整理により失業の問題が深刻化した。失業者数は1929年には約29万人、1932年には約49万人となった（内務省調査）。

　このような失業状況の増大は、労働市場の底辺部には重大な影響を及ぼした。当時の東京市においては「日雇人夫」層が激減し、無業者と雑業従事者（露天商、駄菓子屋、紙芝居など）が増加した。このような傾向は大正末期から既に見られたが、それが顕著になったのは1929年の恐慌以降である。
また雇用システムについては、特に1920年代当時の日本は自由で放任主義的な経済システムを有し、純粋な自由市場資本主義の国だった。企業は必要に応じて中途採用を行い、必要がないと判断したときは容易に解雇した。現職よりも待遇の良い職場があれば躊躇なく辞職し、条件の良い職場に移ったので、転職率は1980年代の日本と比べて３倍以上になっている。一年間における労働者の転職率が100％という時代もあった。
5.まとめ

　第一次世界大戦によって日本は経済的に大きく成長したが、その後の恐慌、震災及び政府の対応の遅れによって国内市場は閉塞感に包まれ、労働者階級は低賃金や失業などに苦しむこととなった。
　その中で産業構造的には軽工業から鉄鋼業、造船業など重化学工業への比重の遷移が起こり、就業人口の四大都市部、工業地帯への集中が発生した。
　しかし雇用については現代よりもはるかに不安定的かつ流動的であり、失業者の増加も大きな問題となっていた半面、その流動性が冷えきった日本景気の起爆剤として様々な分野の産業発展に大きく貢献していたと考えられる。
参考・引用文献一覧
・隅谷三喜男『昭和恐慌　その歴史的意義と全体像』（有斐閣選書、1974）
・森垣淑、高橋亀吉『昭和金融恐慌史』（講談社学術文庫、1993）
・坂入長太郎『大正昭和初期財政史』（酒井書店、1988）
・湯本雅士『日本の財政』（岩波書店、2008）
・松元崇『大恐慌を駆け抜けた男高橋是清』（中央公論新社、2009）
・阿部康久『昭和初期の東京とその周辺地域における中国人労働者の排除と集住地区の衰退』
（2000年、https://qir.kyushu-u.ac.jp/dspace/bitstream/2324/14225/1/t_73_9.pdf）
・『厚生労働省白書　昭和44年度』

（http://wwwhakusyo.mhlw.go.jp/wpdocs/hpaz196901/body.html）
PAGE  
84

